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1	 はじめに

　モバイル通信や Eコマース、小売など非金融の顧

客接点を持つ会員プラットフォーマー、いわゆる経

済圏事業者の金融事業領域は拡大し、金融サービス

の競争は、新たなフェーズに入りつつある。2026

年6月、PayPayは27年10月にT&Dフィナンシャ

ル生命保険の株式 70.2％を取得し生命保険事業を

傘下に収める方針を公表した※ 1。決済を起点とする

プラットフォーマーが、広範な領域にまで踏み込み

始めている。

　もっとも、彼らの強みは金融商品の品ぞろえその

ものにあるのではない。買い物、通信、移動、決済

といった非金融の高頻度接点で顧客と日々つなが

り、そこで築いた顧客ロイヤルティー、そして非金

融事業まで含む多様な収益源を抱える事業構造にこ

そある。だからこそ彼らは、金融を「稼ぐ事業」と

してだけでなく「本業の価値を押し上げる手段」と

して設計できる。伝統的金融機関との競争を読み解

くには、この構造の違いを起点に据える必要がある。

　市場シェアを見ると、なお伝統的金融機関の存在

は大きい。ただ、そのシェアが急には動かない一因

には「金融は難しく、考えるのも手続きも面倒」と

いう顧客の慣性がある。この慣性は、プラットフォー

マーが今後どんなサービスを差し出すか、また生活

者のAI 利用がどこまで広がるかによって、変質し

うる。

　本稿では、約130兆円にのぼる金融サービス市場の

実態、AIエージェント普及による競争環境の変化、そ

して伝統的金融機関に求められる戦略について論じる。

金融サービス市場が迎える新たな競争の時代
金融コンサルティング部　グループマネージャー	 伊部  和晃

2	 130 兆円の金融サービス市場におけるプラット	

	 フォーマーの現在地

　決済やポイントを起点に、銀行、証券、保険へと

事業を広げる会員プラットフォーマーは、伝統的金

融機関を脅かす存在として語られることが多い。ま

ずは市場全体を俯瞰（ふかん）し、彼らがどこまで

シェアを獲得したのかを確かめたい。

1）	 金融サービスの総市場規模は 130兆円

　2025 年度の経常収益を業界別に見ると、生命保

険が約 70 兆円と最も大きく、銀行が約 37 兆円、

損害保険が約 13兆円、証券業が約 7兆円、決済・

クレジット業が約 5兆円と続く。合計すると、金融

サービスの総市場規模は約 130 兆円にのぼる（図

表１）。

　ただし、業態ごとに収益の概念が違う点には留意

が必要である。特に生命保険業の経常収益 70兆円

の内訳は、保険料等収入が 45兆円、資産運用収益

が 19 兆円、その他収益（責任準備金戻入額など）

が 6兆円となっている。毎年の保険料収入について

も、多くは長期間の契約に基づく収益であるため、

既存の契約から得られるストック型の収益が大半を

占めている。

　また、経常費用の内訳を見ると保険金等支払金が

45兆円、責任準備金繰入額が 7兆円となっており、

この 2項目を経常収益から差し引いた 70－ 45 －

※1　PayPay 株式会社プレスリリース「T&Dフィナンシャル生命保険株式
会社の株式の取得（子会社化）に関するお知らせ」2026 年 6月4日
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7 ＝ 18 兆円を、実質収益と読むこともできる。保

険料等収入とほぼ同額の支払金が発生していること

からも、資産運用による収益・利益の影響が大きい

ことが、生命保険業のビジネスモデル上の特徴とい

える。

　各業態を経常利益で見てみるとどうか。最も規模

が大きいのは銀行の約 8兆円である。次いで生命保

険が約 3兆円、損害保険が約 2.4 兆円、証券業が約

1.4 兆円、決済・クレジット業が約 0.5 兆円と続く。

五つの金融サービス業態の経常利益の合計は 15兆

円にのぼる。

　金融業・保険業を除く全産業の経常利益合計は約

125 兆円※ 2であり、利益の面でも金融サービスは

国内全産業の 1割を占める位置づけとなっている。

2）	 銀行・保険・証券でのシェアはいまだ 5％未満

　では、この金融サービス市場で会員プラット

フォーマーはどれほどの位置を占めるのか。会員プ

ラットフォーマー主要 5グループ（楽天、PayPay、

NTTドコモ、KDDI、イオン）の市場シェアを業態別

に見ると、その存在感は大きく偏っている（図表２）。

　決済・クレジット業では、会員プラットフォーマー

	 図表 1	 金融サービスの市場規模と利益

	 出所）	生命保険協会・日本損害保険協会・全国銀行協会・日本証券業協会・日本クレジット協会・経済産業省の公表値などを基に一部をNRI 推計

	 図表 2	 業態別の市場規模と会員プラットフォーマーのシェア

	
	 注）	 生命保険市場のプラットフォーマーシェアには、2027年10月に PayPay が子会社化予定のT&Dフィナンシャル生命保険を含む
	 出所）市場規模は、生命保険協会・日本損害保険協会・全国銀行協会・日本証券業協会・日本クレジット協会・経済産業省の公表値などを基にNRI 作成。会員プラットフォー	
	 	 	 マー	のシェアは、楽天、PayPay、NTTドコモ、KDDI、イオンの 5グループを対象に、各社決算データなどよりNRI 推計

※2　財務省「法人企業統計調査（令和 7年度）」
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の主要 5社が占める収益シェアが約 3割に達して

いる一方で、そのほかの金融サービス領域では、銀

行（2.1％）、生命保険（1.4％）、損害保険（0.4％）、

証券（3.6％）のいずれも、広大な市場規模に対し

て会員プラットフォーマーが獲得している収益シェ

アは 5％に満たない。

　特に保険業や銀行業では、口座開設・契約開始後

も顧客との関係が継続し、1顧客あたりの収益が積

み上がるストック型のビジネスモデルであるため、

顧客規模の拡大と 1顧客あたり収益の両面で、会

員プラットフォーマーの収益が拡大する余地が大き

い。

3）	 新たな競争の芽

　こうしたシェア構造の中で、新たな競争の芽も生

まれている。

　2026年6月、PayPayは27年10月にT&Dフィ

ナンシャル生命保険の株式 70.2％を取得し、子会

社化する予定であると公表した。7,500 万人※ 3

を超える PayPay 利用者に、資産形成や保障、資

産承継までを一気通貫で届けることを目指す動きで

ある。とはいえ、この参入がただちに保険や銀行の

ストック領域を侵食するわけではない。大きな収益

プールがそこに残るのは、裏を返せば、生活者の心

理、商品理解、手続きという壁をいくつも越えなけ

れば届かないからだ。次章では、その壁の性質と、

それを動かしうるトリガーを整理する。

3	 生活者の心理的障壁をAI エージェントが崩す	

	 可能性

　会員プラットフォーマーの多くは、金融サービス

の提供チャネルとして、アプリやWebなどのデジ

タルチャネルを用いたセルフ型サービスを主軸とし

ている。しかし現状、日本でデジタル金融の普及が

十分に進んでいるとはいえない。普及を阻んできた

最大の要因は、生活者の心理的な障壁である。

1）	 生活者は、金融サービスへのこだわりが弱い

　第一の壁は、生活における金融サービスの位置づ

けが必ずしも高くないことである。多くの人は、金

融サービスを能動的に比較して選んではいない。最

も預入金額が多い金融機関（預かりメイン金融機

関）の選択理由に関する質問（複数選択）では「な

んとなく／あまり深く考えず（38％）」や「親族・

知人が利用していたり、すすめられたりしたから

（27％）」という回答も一定数存在し、特に 10代・

20代では、これら二つの理由を選ぶ回答者がいず

れも約 5割にのぼる（図表３）。

　同じ構図は保険や投資にもあてはまる。これらは

銀行口座以上に商品性や手続きが複雑であるため

「お金の話はよく分からない」という意識が行動を

ためらわせる。

　法制度の面では、デジタル化の障壁はおおむね解

消されつつある。2025 年には、金融商品取引法の

改正に伴い、非対面契約のための書面電子交付にお

いて顧客同意をとる必要がなくなるなど、制度的な

障壁は年々下がっている。デジタルでの取引完結の

障壁の多くは、生活者側の心理的な面であると考え

られる。

2）	 金融は面倒なものであるという障壁

　二つ目の心理的障壁は、金融は難しく、考えるこ

とも面倒なものであるという障壁である。

　「NRI 生活者 1 万人アンケート調査（金融編）」

（2025 年）によると、定期預金保有者のうち 47％

が「金利が高ければ現在の定期預金を解約して他の

金融機関の定期預金に移し替えたい」という意向を

示した一方で、実際に「高金利のキャンペーン商品

を利用」した人はそのうち 2割にとどまり、残る 8

割は行動に移していない。金融機関や金融商品を選

※3　2026 年 8月 9 日時点の PayPay 登録ユーザー数。PayPay 株式
会社プレスリリース「『PayPay』の登録ユーザーが 7,500万人を突破！」
2026 年 8月10日
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ぶ・変える行動に対する大きな心理的障壁が見て取

れる。

3）	 AI エージェントが「おせっかい」を焼く日常へ

　近年、生活者の AI 利用は急速に広がっている。

AI サービスも、単に大規模言語モデルと対話するだ

けの枠を大きく超え、多様な周辺機能を備えた一つ

の巨大な情報システムへと変貌した。今では、文章

等の生成のみでなく、インターネット検索やシステ

ム間接続、プログラム実行など、さまざまな機能が

AI サービスの中で実現されており、こうした自律的

にタスクを遂行するAI は「AI エージェント」と呼

ばれる。AI の利便性が飛躍的に高まったことで、何

ごともまずAI に相談するという行動が、ありふれ

た生活シーンの一部として定着しつつある。

　その結果、金融サービスのデジタル接点で起きる

と考えられる変化の一つが、AIによる「おせっかい」、

すなわちナッジの高度化である。従来の金融のナッ

ジは、企業という遠い存在から届く「お知らせ」や

「キャンペーン告知」、もしくは「キャッチコピー」

に相当するもので、生活者個人の心に響くメッセー

ジを届けることが難しかった。

　一方でAI は「生活者自らが選んだ、信頼できる

相談相手」という立場を早晩獲得すると考えられる。

家族と同等、場合によってはそれ以上に身近な相談

相手であるAI から届く助言は、金融という難しい

話題であっても生活者の意識や行動の変容につなが

る可能性が高い。

　AI が気の利いた提案や行動をする上では、生活

者自らが自分のこだわりやこれまでの消費行動履歴

をAI へ預ける必要があるが、それに適した元デー

タを保有しているのは広告・ECサービスを提供し

ている会員プラットフォーマーである。会員プラッ

トフォーマーが保有する生活者との高頻度なデジタ

ル接点は、AI サービスとの相性が極めて良いといえ

る。現在はAI サービスと広告・ECサービスはそれ

ぞれ異なる事業者から提供されているが、ビジネス

モデル上のシナジーの高さを考慮すると、この二つ

のサービスを深く組み合わせる事業者こそが中長期

的に生活者から選ばれることになるだろう。

　今後、ユーザーの好みや過去の行動を深く理解し、

多機能化したAI サービスは、金融という生活者が

避けたがる話題においても、有能な秘書や執事とし

て、的確な「おせっかい」役を果たすと考えられる。

生活者は「自ら調べればたどり着ける合理的な判断」

を日々大量に見逃している。例えば、支払期限のリ

マインドや口座間の資金移動、手数料の安い金融商

品への変更手続き、節税につながる各種制度の活用

などである。AI エージェントは、こうした行動を先

回りして支援しうる。

	 図表 3	 預かりメイン金融機関の選択理由（複数選択を一部抜粋、n=8,601）

	 出所）	「NRI 生活者1万人アンケート調査（金融編）」2025 年



5NRI Management Review｜No.36｜October 2026

4	 求められる経営モデルの再設計

　これからの新たな競争フェーズで金融サービス事

業者に求められるのは、顧客一人一人から得られる

利益を最大化する経営モデルと事業設計である。こ

こでは順を追って要点を挙げていきたい。

1）	 事業別や商品別ではなく「顧客から得られる総	

	 利益」を測る

　経営レベルの目標や戦略として、多くの会員プ

ラットフォーマーや金融機関では、グループサービ

ス全体での顧客生涯価値（ライフタイムバリュー：

LTV）の最大化を掲げている。この目標の重要性は、

会員サービスというビジネスモデル上、揺るぎのな

いものである。

　ただし、LTVそのものは将来予測を含むため、不

確実性の高い指標である。また、一つ一つのマーケ

ティング施策効果を測る上では「生涯」という定義

はあまりに広すぎる。そのため、LTVの概念をより

細かな構成要素に分解し、重要業績評価指標（KPI）

管理に落とし込んでいくことが必要となる。例えば、

「顧客１人あたりの総利益」「既存顧客の前年からの

利益増減（解約率や顧客収益減衰率など）」「新規顧

客数」といった指標は、金融サービスにおいて普遍

的に追うべき指標といえる。

2）	 顧客ロイヤルティーをKPI に落とし込む

　顧客満足度や他者推奨意向といった指標は、経営

全体の成果を測る上では有用であるが、計測コスト

もかかり、全顧客に付与できるスコアではないため、

マーケティングの実務上は別の指標も必要となる。

　成功している金融サービス企業の多くでは「複数

サービスの利用が進むほど、各サービスにおける 1

顧客あたり収益が高くなる」という事業モデル上の

特徴が見て取れる。「複数サービス利用顧客数」や「3

サービス以上利用顧客数」といった計測しやすい指

標を顧客ロイヤルティーの代理指標として用いるこ

とは、有力な選択肢の一つといえるだろう。

　従来のデジタルマーケティングでも、個人に合わ

せたレコメンデーションの挑戦は行われてきた。し

かし、生活者が自分の属性データやWeb行動履歴

を少々提供したくらいでは、顧客理解の解像度を高

めることはできず、事業者からは適切なアドバイス

が得られないという問題点があった。そのため、生

活者に金融サービスを届けるためには、金融機関の

営業職員が多くの時間をかけて、顧客と信頼関係を

構築し、丁寧に金融商品の説明をするという、人間

による「おせっかい」が不可欠であった。

　しかし、近年のAI サービスの目覚ましい成長速

度を踏まえると、早晩、自らのデータを預ける手間

や、家計を把握されることの心理的抵抗といったデ

メリットを上回る便益が実現する可能性は高い。す

ると、生活者は「お金の話はあれこれ自分で考える

よりもAI に任せたほうが楽だ」という判断に至る。

経済合理性の判断はAI に委任した上で、自分が愛

着を持てる企業ブランドかどうか、信頼できるかど

うか、といった情緒的価値に基づいて、最終的にサー

ビスを選択することになる。なお、AI による助言が

勧誘にあたるのかなどの制度上の論点は整理途上に

あり、この制度設計の行方も、競争環境を左右する

変数となる。

　AI エージェントの普及後も、商品やオペレーショ

ン、マーケティングにおける競争が引き続き重要で

あることに変わりはないが、それに加えてデータの

接続しやすさ、使われやすさといった新たな競争軸

が加わることになる。そして、顧客の選定基準はよ

り情緒的価値の比重が高まり、企業としての信頼や

ブランドの重要性が増していく。この競争ルールの

中では、伝統的金融機関も会員プラットフォーマー

も、自社の強みや経営資源を生かせる余地が十分に

存在する。
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　また、グループ内に金融以外の事業を持つ企業の

場合は、金融サービスの利用が非金融事業にもたら

す相乗効果の計測も重要となる。決済や口座を軸に

顧客との関係が深まれば、企業グループ全体のサー

ビスが解約されにくくなり、購買も積み上がる。「非

金融事業の取扱高」や「リピート率」、通信事業の

場合は「解約率」といった業績指標が、金融サービ

スの利用前後でどの程度変化したかを計測すること

は、これからの経営モデルにおいて必須の要素とな

る。

3）	 収支責任の単位を、組織から施策へ移す

　最後は、予算と収支責任をどの単位で管理するか

という、業績管理体系の設計である。収支責任を組

織ごとに背負わせると、単年度予算の目標にとらわ

れ、戦略投資が抑制されてしまいやすい。また、金

融サービス事業者の組織は、デジタルチャネルとリ

アルチャネルの所管組織の分離、プロダクト部門と

営業部門の分離など、一定の分業体制は避けられな

い。その中で、これまで述べてきたような KPI を組

織単位に割り当てようとすると、その副作用や組織

ミッションとのズレが生じてしまう。

　これに対する一つの解決策は、KPI の一部を既存

の組織から分離して管理することである。管理の粒

度をより細かくし「プロジェクト」や「施策」ごと

に分割する。プロジェクト・施策単位で責任者を置

き、収支責任を持たせる。これにより、予算執行の

意思決定は格段に柔軟になる。例えば、1人あたり

の顧客獲得コストが一定額に収まる有望な施策が見

つかった際に、全社の戦略投資枠をその一点に集中

投下する、といった判断もできる。

　また、会員プラットフォーマーの場合は、金融と

本業を統合して施策やサービスの収支を管理する視

点も欠かせない。金融単体では赤字でも、本業への

貢献まで含めれば投資に値する施策は多い。事業を

横断した予算枠の確保や、本業への貢献を織り込ん

だ収支評価といった管理会計の設計思想を持つこと

が、金融サービスの競争に臨む上で必須の視点にな

るだろう。

5	 おわりに

　最後に、伝統的金融機関へ向けた提言を行いたい。

　金融機関が現在保有している顧客基盤、企業とし

ての信頼、顧客データは、会員プラットフォーマー

がこれから多大なコストをかけて手に入れようとし

ている重要な資産である。この経営資源を新しい競

争のルールに合わせて生かしきるためには、金融機

関には三つの経営課題への取り組みが求められる。

　一つ目は、社内外のAI エージェントと接続する

ための基盤とデータ整備である。顧客に自社のサー

ビスを選んでもらうためには、まずその代理人であ

るAI に選ばれる必要がある。

　二つ目は、経営モデルと連動した KPI を設計し、

組織の役割を再定義した上で、より綿密な仮説検証

サイクルを業務に実装することである。

　三つ目は、生活者から選ばれるために、人材とブ

ランドへの投資を一層強化することである。経営・

営業・事務・IT・人事をはじめとする各組織におけ

るAI 人材や、顧客体験設計の専門性が高い人材の

獲得や育成を通じ、企業としての信頼やブランドを

確立していく。こうした経営モデルの構築こそが、

持続的な競争優位の源泉となる。
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